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令和５年度 事業計画 
 
Ⅰ 基本方針 
平塚市生きがい事業団は、健康で働く意欲のある高齢者が、今まで培った経験と

能力・知識を地域社会に役立て、働くことを通じて生きがいを得るという理念に基

づき、超高齢社会が抱える課題解決の一端を担ってきました。 

令和４年版の高齢社会白書によると、令和３年度の労働力人口は 6,864 万人であ

り、そのうち高齢者と呼ばれる 65 歳以上の者は 917 万人となっています。労働力人

口総数に占める高齢者の割合は 13.4％（前年同率）で、事業団の会員資格を有する

60～64 歳の者 552 万人を加えた割合は 21.4％（前年比 0.1％増）となり、労働力人

口の５人に１人は 60歳以上という状況が続いています。 

令和４年度は、年間を通じてコロナ禍ではありましたが、業務実績はコロナ前の

令和元年度を上回る契約金額となり、また３年ぶりに事業団まつりを開催し、多く

の来場者に生きがい事業団の活動や魅力を周知することができました。 

今年度は、１０月から消費税における「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」

が施行され、免税事業者である会員と取引関係のある事業団は相当額の新たな税負

担が生じることとなります。国や県に適用除外などの特例的な措置が講じられるよ

う要望活動を行ってきましたが、取り入れられることなく制度が実施されることに

なります。このことは、事業団にとって死活問題であり存続の危機となるため、県

連合会や他センターとも連携し、対応策等の検討を今後も続けていきます。令和６

年度からは、何らかの対策を講じた上で業務を進めることとなります。  

内閣府による「高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査」によると６

５歳以上の男女で、生きがいを「十分に感じている」「多少感じている」人の割合は

72.3％となっていますが、「よく外出する人」や「ＳＮＳを利用する人」、「収入を伴

う仕事をしている人」は、生きがいを「十分に感じている」割合が高くなっていま

す。 

今後も、一層の高齢化の進行が見込まれる中、生きがいを持って満ち足りた人生

を送るために、地域での居場所づくりや友人・仲間とのつながり、デジタル・デバ

イド解消に向けた支援等が重要になることから、生きがい事業団はそのことに寄与

する組織として、令和５年度も高齢者が様々な就業や社会参加への機会が得られ、

生涯にわたる健康づくりを推進していけるように取り組みを進めていきます。 

 

Ⅱ 実施計画 
１ 会員数増加と会員のスキル向上 
 (１)新規会員の加入促進 

○即日入会：原則月２回の会員登録説明会時に入会手続きが行えるよう、事前

に入会申込書などの必要書類を送付し、記入の上説明会に参加することで入

会希望者の負担を減らし、入会者を増やします。 
○出張説明会：入会希望者が気軽に参加できるよう、地域に出向いて会員登録
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説明会を開催します。 
○事業団のＰＲを兼ねた市民向けセミナー等の開催に合わせて、会員登録説明

会を実施することで会員増強に繋げます。 

○Ｗｅｂ仮入会：会員登録説明会に参加できない入会希望者のために、ＨＰ上

の動画を視聴し、諸手続きを行えば会員となれる制度を設け、入会しやすく

します。 

 (２)退会会員の抑制 

○定年制度について今後の方向性を検討し退会抑制に繋げます。 

○親睦交流活動の奨励や会員の声を反映させることで、会員在籍のメリットを

検討していきます。 
 (３)女性会員の増強 

○市内の施設を利用し、女性を対象とした会員登録説明会を実施します。 

○リンパマッサージ教室などとタイアップした女性向け講習会を開催すること

で、女性の入会者を増やします。 

○女性会員による事業団での活動をＰＲすることで、女性の入会者を増やしま

す。 

 (４)会員資質の向上（研修会や講習会の実施） 

○研修会・講習会の実施により、就業に必要な技術・技能の習得やマナー向上

を図ります。 
○新規就業者接遇研修、家事援助サービス研修、技能向上研修、安全管理・衛

生講習を開催します。 
○研修の参加条件が会員資格を有することとなっている県シルバー連合会主催

の「高齢者活躍人材確保育成事業」を活用し、会員確保に努めます。 
 (５)新しい広告媒体の活用 

○事業団活動をＰＲするため、新たな広告媒体の活用も検討します。 
 

２ 安全・衛生対策と適正就業の推進 
 (１)安全管理委員会の実施 

  ○安全管理委員会の定例開催と安全パトロールの実施により、会員の安全就業

や事故防止に努めます。 
○安全のしおり等を活用して「安全はすべてに優先する」意識を、会員・職員

に徹底します。 
○会員が起こした事故や不祥事などについて、文書により会員に周知すること

で、情報共有と再発防止に努めます。 
 (２)派遣事業における衛生委員会の実施 

○衛生委員会の定例開催と職場巡視の実施により、会員の労働災害などを未然

に防ぎます。 
○産業医も参加する会議を開催することで、会員の健康保持増進や健康相談な

どを行います。 
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 (３)安全基準の遵守と安全就業意識の浸透 

○ドライブレコーダーを全車に設置したことから、交通事故やトラブルの情報

把握や法令順守により、安全就業への意識の浸透を図ります。 
○「事故取扱基準」を改定したことで、故意または重大な過失による事故を起

こした場合には処分を科すこともあり得ることを通知し、事故の抑止力や運

転する時の心構えを向上させます。 
 (４)会員の高齢化に合わせた啓発活動の推進 

○自転車による就業途上の自損事故が多発していることから、家を出てから帰

るまでが仕事であることを伝え、自転車の安全確保と交通ルール遵守の徹底

を呼びかけます。 

 (５)適正な就業の推進と点検の継続 

○就業の実態を点検・把握し、就業形態の適正化に努めます。 
○会員相互の連帯と共働・共助を実現するため、ローテーション就業を積極的

に取り入れます。 
 
３ 就業機会の拡大 
 (１)ニーズ把握と情報発信強化 

○事業団まつり、公民館まつり、ボランティア活動などを通じて、事業団の業

務内容を市民に広く周知します。 
○企業訪問や広報媒体を活用して、積極的に市民・企業へアピールすることで、

事業拡大に繋げます。 
○ハローワーク等関係団体との情報交換やセミナー開催等により、ニーズの把

握や会員拡大、就業機会の拡大を推進します。 
○派遣事業において、指定された職種の就業時間延長が可能になったことから、

発注者へ周知するとともに会員にも情報を提供し就業の拡大に努めます。 
 (２)公共事業等の受注拡大 

○市長との面談や市関係部局との話し合いを行うことで、事業団運営の課題や

行政からの要望などを把握し、双方の課題解決に努めます。 
○受注拡大を目指して市長、部・課長への働きかけを行います。 
○平塚市との協定に基づき空き家管理業務のさらなる周知・拡大に努めます。 

 (３)リピーター顧客増への取組 

〇過去に事業団を利用した顧客に対し、事業案内等を送付することで受注の拡

大につなげます。 
○常に親切・丁寧な仕事を心掛け、リピーターの確保に努めます。 
〇リピート顧客のメリットとなる制度の検討を進めます。 

 (４)未就業会員向け施策の充実 

○就業情報説明会と就業相談会を同時開催し、就業情報の提供や希望職種への

就業促進に努めます。 
○就業情報を会員に公開することにより、公平な就業機会の提供や未就業会員
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の減少に努めます。 
○会員が事業団の業務内容や就業情報を把握できるように、あらゆる機会を通

じて事業団情報の提供に努めます。 
○会員向け専用サイト（Smile to Smile）に、積極的に就業情報や取組情報など

を発信することで会員周知に努めます。 
 (５)新規事業及び独自事業の展開 

○受注につながるチラシやパンフレットを活用して、事業団に発注するメリッ

トや実績を周知し、ビジネスチャンスの確保を狙います。 
○会員が手作りで製作した品を、ネットなどに掲載し販売する方法を検討しま

す。 
  〇近隣シルバー人材センターとの連携強化を進めます。 

(６)女性会員向けの就業先確保 

〇女性会員数の増加に対応するため希望する就業先の開拓に取り組みます。 
〇女性が就業していない職場でも、会員に理解を得ることで就業先を確保して

いきます。 
 (７)高齢者のデジタル・デバイド（情報格差）解消支援 

○スマートフォンを利用したいが使い方が分からない高齢者に、「初めてのスマ

ホ教室」などを開催し、情報格差の解消に努めます。 
〇会員向けスマホ教室や相談会を実施し、会員のデジタル利用を促進すること

で、会員専用サイト「Smile to Smile」などの利用を図り、事務処理の効率

化・簡素化などコスト縮減に努めます。 
〇在宅でのリモート環境づくりやパソコン・スマホの個人指導などデジタル化

の推進に取り組みます。 
(８)福祉的介護支援の充実 

○高齢者の日常生活の自立や介護予防を促進させるため、市と連携して高齢者

サポート事業のＰＲに努め、受注機会の拡大に努めます。 
○介護支援事業での就業を希望する会員が不足していることから、就業会員の

確保に取り組みます。 
○コロナ禍で家庭内作業などの受注減が続いているため、早期の回復は難しい

ことから、就業会員に他の業務と兼務できる就業情報を提供していきます。 
４ 健全な組織運営と効率化 
(１)健全な運営と自立 

○公益財団法人として、法令順守と適切な財務運営に努めます。また、国・市

補助金の確保に努めます。 
○常に経費削減と事務の効率化を念頭において事業運営を行います。 
〇会員向けスマホ教室や相談会を実施し、会員のデジタル利用を促進すること

で、会員専用サイト「Smile to Smile」などの利用を図り、事務処理の効率

化・簡素化などコスト縮減に努めます。（再掲） 
○業務遂行に必要な職員研修を実施し、人材育成に努めます。 
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(２)会員要望や発注者意見の把握 

   ○「自主・自立、共働・共助」を更に進めるため、会員理事を中心とし 
た事業運営を進めます。また、会員からの要望や発注者からの意見を理事か

ら確認し、改善・反映していきます。 
 (３)地区班活動の側面的支援 

○地区班役員の活動をサポートし、役員担い手不足解消を側面から支援します。 

 (４)適時情報共有（事故苦情再発防止）を目的とした職群班組織の活用 

○職群班が持つ情報や経験を活用して、事業団運営に役立てます。 

 (５)ボランティア活動の支援 

○地区班や職群班等が行うボランティア活動の支援に努めるとともに、地域の

行事に積極的に参加し事業団をＰＲしていきます。 

 (６)働き方改革及びリモート環境の整備等 

○事業団の継続的、効率的運営のため、事務局組織、職員体制、事務分担につ

いて、最適な体制を常に検討します。 
 (７)インボイス制度導入に向けた対応 

○制度の導入（令和５年１０月）に向け、様々なシミュレーションを行い、事

務費改定などの対応策を検討していきます。 
○県シルバー連合会と協議し、出来るだけ早期に対策案をまとめます。 
○会員や発注者への情報提供については、いろいろな場を通じて説明していき

ます。 
 
５ 事業拡大に伴う事務所移転 

○市の庁舎で利用用途の決まっていない施設を事業団事務所として借用したい

旨、市長はじめ関係部・課長へ要望しています。高齢福祉課をはじめ、市の

担当部署と協議し、移転候補地を見つけます。 
○移転先が決まれば、移転費用や施設改修などで必要となる費用を算出します。 
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令和 6 年 3 月 3 1 日
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収　支　予　算　書

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで

(単位：円)

予算額 前年度予算額 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 550,802,500 548,802,500 2,000,000

受取配分金 465,000,000 465,000,000 0

受取材料費等 40,000,000 38,000,000 2,000,000

受取事務費 45,802,500 45,802,500 0

労働者派遣事業等受託収益 12,814,743 11,451,100 1,363,643

労働者派遣事業等受託収益 12,814,743 11,451,100 1,363,643

有料職業紹介事業受託収益 1,000 1,000 0

有料職業紹介事業受託収益 1,000 1,000 0

介護予防日常生活支援総合事業収益 2,800,000 3,000,000 △ 200,000

介護予防保険報酬収益 2,800,000 3,000,000 △ 200,000

管理受託事業収益 508,200 972,840 △ 464,640

技能ｾﾝﾀｰ維持管理業務受託収益 508,200 972,840 △ 464,640

基本財産運用益 500 500 0

基本財産受取利息 500 500 0

高齢者活躍人材確保育成事業受託収 0 498,718 △ 498,718

高齢者活躍人材確保育成事業受託収 0 498,718 △ 498,718

受取会費 360,000 360,000 0

正会員受取入会手続手数料 360,000 360,000 0

受取補助金等 36,952,000 36,444,000 508,000

受取連合交付金 18,094,000 17,387,000 707,000

受取（市）補助金 18,858,000 16,987,000 1,871,000

その他補助金等 0 2,070,000 △ 2,070,000

受取寄附金 1,000 1,000 0

受取寄附金 1,000 1,000 0

特定資産運用益 5,000 5,000 0

特定資産受取利息 5,000 5,000 0

雑収益 2,000 2,000 0

雑収益 2,000 2,000 0

経常収益計 604,246,943 601,538,658 2,708,285

(2)経常費用

事業費 595,571,139 588,013,887 7,557,252

支払配分金 466,785,000 466,912,500 △ 127,500

支払材料費等 31,050,000 29,750,000 1,300,000

給料手当 26,000,000 26,000,000 0

期末勤勉手当引当金繰入額 3,940,000 3,830,000 110,000

臨時雇賃金 27,200,000 22,517,035 4,682,965

退職給付引当金繰入額 2,312,220 2,375,770 △ 63,550

法定福利費 6,400,000 6,500,000 △ 100,000

退職給付費用 891,000 810,000 81,000

福利厚生費 480,000 450,000 30,000

会議費 5,000 40,000 △ 35,000

旅費交通費 57,000 57,000 0

通信運搬費 2,791,420 2,944,580 △ 153,160

減価償却費 2,422,641 2,660,602 △ 237,961

什器備品費 110,000 132,000 △ 22,000

消耗品費 560,000 517,000 43,000

修繕費 165,000 170,000 △ 5,000

印刷製本費 1,260,000 1,560,000 △ 300,000

光熱水料費 1,257,600 864,000 393,600

賃借料 1,771,344 1,930,000 △ 158,656

保険料 4,713,010 4,800,000 △ 86,990

諸謝金 822,000 1,873,000 △ 1,051,000

租税公課 9,403,500 5,500,000 3,903,500

支払負担金 50,000 35,000 15,000

組織活動助成費 690,000 680,000 10,000

委託費 4,254,404 4,897,400 △ 642,996

教材費 30,000 55,000 △ 25,000

支払手数料 90,000 93,000 △ 3,000

補償金 30,000 30,000 0

雑費 30,000 30,000 0

科目
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収　支　予　算　書

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで

(単位：円)

予算額 前年度予算額 増減

管理費 12,408,029 13,525,771 △ 1,117,742

役員報酬 4,836,900 5,000,000 △ 163,100

給料手当 2,400,000 3,200,000 △ 800,000

期末勤勉手当引当金繰入額 217,000 199,000 18,000

法定福利費 670,000 720,000 △ 50,000

退職給付費用 103,680 103,680 0

福利厚生費 30,000 30,000 0

会議費 10,000 10,000 0

役員等旅費交通費 10,000 10,000 0

通信運搬費 73,000 73,000 0

減価償却費 372,473 384,091 △ 11,618

什器備品費 165,000 200,000 △ 35,000

消耗品費 165,000 220,000 △ 55,000

修繕費 165,000 200,000 △ 35,000

印刷製本費 120,000 90,000 30,000

光熱水料費 314,400 216,000 98,400

賃借料 473,656 450,000 23,656

保険料 32,000 33,000 △ 1,000

諸謝金 36,000 36,000 0

支払負担金 249,000 270,000 △ 21,000

会員福利厚生費 30,000 60,000 △ 30,000

委託費 1,793,920 1,880,000 △ 86,080

支払手数料 10,000 10,000 0

支払利息 1,000 1,000 0

雑費 130,000 130,000 0

経常費用計 607,979,168 601,539,658 6,439,510

当期経常増減額 △ 3,732,225 △ 1,000 △ 3,731,225

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

固定資産売却益 1,000 1,000 0

車両運搬具売却益 1,000 1,000 0

経常外収益計 1,000 1,000 0

(2)経常外費用

固定資産売却損 0 0 0

固定資産除却損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 1,000 1,000 0

   当期一般正味財産増減額 △ 3,731,225 0 △ 3,731,225

   一般正味財産期首残高 85,086,728 79,925,065 5,161,663

   一般正味財産期末残高 81,355,503 79,925,065 1,430,438

Ⅱ指定正味財産増減の部

(1)収益

収益計 0 0 0

(2)費用

費用計 0 0 0

   当期指定正味財産増減額 0 0 0

   指定正味財産期首残高 2,000,000 2,000,000 0

   指定正味財産期末残高 2,000,000 2,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 83,355,503 81,925,065 1,430,438

科目
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収　支　予　算　書（注記）

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで

1 投資活動及び財務活動に関する見込み
(単位：円)

予算額 前年度予算額 増減

【投資活動収支の部】

<投資活動収入>

固定資産売却収入 0 0 0

特定資産取崩収入 1,500,000 12,388,867 △ 10,888,867

退職給付引当資産取崩収入 0 8,138,867 △ 8,138,867

減価償却引当資産取崩収入 1,500,000 4,250,000 △ 2,750,000

財政運営資金積立資産取崩収入 0 0 0

事務所移転準備用積立資産取崩収入 0 0 0

投資活動収入計 1,500,000 12,388,867 △ 10,888,867

<投資活動支出>

固定資産取得支出 1,500,000 4,250,000 △ 2,750,000

車両運搬具購入支出 1,500,000 3,500,000 △ 2,000,000

什器備品購入支出 0 750,000 △ 750,000

特定資産取得支出 5,648,785 7,561,466 △ 1,912,681

退職給付引当資産取得支出 2,312,220 2,375,770 △ 63,550

減価償却引当資産取得支出 2,336,565 4,185,696 △ 1,849,131

財政運営資金積立資産取得支出 0 0 0

事務所移転準備用積立資産取得支出 1,000,000 1,000,000 0

投資活動支出計 7,148,785 11,811,466 △ 4,662,681

投資活動収支差額 △ 5,648,785 577,401 △ 6,226,186

【財務活動収支の部】

<財務活動収入>

貸付金返還収入 10,000 5,010,000 △ 5,000,000

労働者派遣事業貸付金返還収入 0 5,000,000 △ 5,000,000

預託金戻り収入 10,000 10,000 0

借入金収入 23,000,000 23,000,000 0

（市）借入金収入 13,000,000 13,000,000 0

短期借入金収入 10,000,000 10,000,000 0

リース債務収入 0 5,405,400 △ 5,405,400

リース債務取得収入 0 5,405,400 △ 5,405,400

財務活動収入計 23,010,000 33,415,400 △ 10,405,400

<財務活動支出>

貸付金支出 10,000 5,010,000 △ 5,000,000

労働者派遣事業貸付金支出 0 5,000,000 △ 5,000,000

預託金支出 10,000 10,000 0

出資金支出 0 0 0

借入金返済支出 23,000,000 23,000,000 0

（市）借入金返済支出 13,000,000 13,000,000 0

短期借入金返済支出 10,000,000 10,000,000 0

リース資産支出 1,081,080 6,486,480 △ 5,405,400

リース資産購入支出 0 5,405,400 △ 5,405,400

リース資産債務返済支出 1,081,080 1,081,080 0

財務活動支出計 24,091,080 34,496,480 △ 10,405,400

財務活動収支差額 △ 1,081,080 △ 1,081,080 0

当期収支差額 △ 6,729,865 △ 503,679 △ 6,226,186

2 借入金について、平塚市からの短期借入金限度額は13,000,000円
平塚信用金庫からの短期借入金限度額は10,000,000円とする。

3 債務負担額
2023年度 1,081,080円
2024年度 1,081,080円
2025年度 1,081,080円
2026年度 1,081,080円

科目
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